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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち「2.1 基本方針」に基づき，今回申請を行

った耐震設計等に基準地震動Ｓｓを用いる施設等について，周期 1.7 秒以上に鉛直方向の固有周

期を有しないことを説明するものである。 

 

2. 背景 

基準地震動Ｓｓは，Ⅵ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」に示す

とおり，「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」

について，解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ策定している。 

「震源を特定せず策定する地震動」では，令和 3 年 4 月 21 日に改正された設置許可基準規則

解釈(原規技発第 2104216 号)を踏まえ標準応答スペクトルに基づく評価を行った結果，大湊側で

は基準地震動 Ss-1 に対して，水平方向では全周期帯において，鉛直方向では短周期側において

下回るものの，鉛直方向の周期 1.7 秒以上の周期帯でわずかに上回った。標準応答スペクトルに

基づく地震動と基準地震動 Ss-1 の比較を図 2－1に示す。 

これに対し，耐震設計等に基準地震動Ｓｓを用いる施設等は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」

に示すとおり，周期 1.7 秒以上に鉛直方向の固有周期を有しない設計とし，今回申請を行った耐

震設計等に基準地震動Ｓｓを用いる施設等について，周期 1.7 秒以上に鉛直方向の固有周期を有

しないことを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       (a) 水平方向               (b) 鉛直方向 

 

図 2－1 標準応答スペクトルに基づく地震動と基準地震動 Ss-1 の比較（大湊側）
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3. 標準応答スペクトルに基づく評価結果を踏まえた設計 

 周期 1.7 秒以上に鉛直方向の固有周期を有しない設計とするための設計の流れを図 3－1 に示

す。 

 設計基準対象施設及び重大事故等対処施設（当該施設が機能を維持するために必要な施設等を

含む。）は，各施設の設計段階で，鉛直方向の固有周期が 1.7 秒以上に有しない設計としている。 

 設計後における今回申請施設が周期 1.7 秒以上に鉛直方向の固有周期を有しないことの確認結

果を「4. 施設等の固有周期の確認」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊：建物・構築物，土木構造物，機器・配管系に加え，プール水及び地盤を含む。 

 

図 3－1 設計の流れ 

  

鉛直方向の固有周期が 

1.7 秒以上にない 

設計完了 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設 
（当該施設が機能を維持するために必要な施設等＊を含む。） 

各施設等の設計 

YES 

NO 
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4．施設等の固有周期の確認 

 4.1 確認方法 

 確認手順を図 4－1に示す。今回申請する設計基準対象施設及び重大事故等対処施設（当該

施設が機能を維持するために必要な施設等を含む。）を対象とし，申請書（本文及び添付書

類）により，基準地震動Ｓｓを用いた設計の有無を網羅的に確認する。 

 図 4－1に基づく確認対象を表 4－1に示す。基準地震動Ｓｓを用いた設計をしているⅥ-2-

12「水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結果」及びⅥ-2-別添 4「地震

荷重と風荷重の組合せの影響評価結果」については，固有周期に影響を及ぼす設計ではない

ため，対象外とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊：建物・構築物，土木構造物，機器・配管系に加え，プール水及び地盤を含む。 
 

図 4－1 確認手順 

  

基準地震動Ｓｓを用いた

設計をしているか 

確認対象 対象外 

NO 

YES 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設 
（当該施設が機能を維持するために必要な施設等＊を含む。） 
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表 4－1 確認対象施設等（1/2） 
区分 施設名称 

建物・構築物 原子炉建屋 

タービン建屋 

コントロール建屋 

廃棄物処理建屋 

格納容器圧力逃がし装置基礎 

緊急時対策所 

主排気筒 

サービス建屋 
大物搬入建屋 
浸水防護施設（取水槽閉止板，水密扉及び止水堰） 
地下水排水設備 
７号機原子炉建屋 
７号機タービン建屋 
７号機主排気筒 

土木構造物 スクリーン室 

取水路 

補機冷却用海水取水路 

軽油タンク基礎 

燃料移送系配管ダクト 

常設代替交流電源設備基礎 

スクリーン室（７号機設備） 

取水路（７号機設備） 
軽油タンク基礎（７号機設備） 
海水貯留堰 
取水護岸 
海水貯留堰（７号機設備） 
取水護岸（７号機設備） 
非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ防護板 

機器・配管系＊ 耐震設計上重要な設備を設置する施設 
原子炉本体 
核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 
原子炉冷却系統施設 
計測制御系統施設 

放射性廃棄物の廃棄施設 
放射線管理施設 
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表 4－1 確認対象施設等（2/2） 
区分 施設名称 

機器・配管系＊ 原子炉格納施設 
その他発電用原子炉の附属施設 

波及的影響を及ぼすおそれのある施設 

火災防護設備 

溢水防護に係る施設 

可搬型重大事故等対処設備 

プール水 使用済燃料貯蔵プール 
地盤 地盤 

注記＊：機器・配管系については，施設単位で対象を表記するが，確認対象は全ての

機器・配管系として実施する。 
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 4.2 施設等の鉛直方向の固有周期の確認結果 

  4.2.1 建物・構築物 

図 4－1に基づき，鉛直方向の基準地震動Ｓｓを用いた設計をしている建物・構築物を

確認した結果を表 4－2に示す。表 4－2より，建物・構築物において周期 1.7 秒以上に

鉛直方向の固有周期を有しないことを確認した。なお，浸水防護施設（取水槽閉止板，

水密扉及び止水堰）並びに原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）を構成する原子炉建

屋エアロック及びスラブ（Ⅵ-2-9-3-1「原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の耐震

性についての耐震計算書」において耐震評価を実施しているスラブ）は 0.05 秒以下

（20Hz 以上）であることを確認している。 

建物・構築物における鉛直方向の固有周期は，表 4－2に記載の図書による地震応答解

析モデルに基づき算定し，刺激係数や固有振動モードを踏まえて決定する。 

 

表 4－2 建物・構築物の鉛直方向の固有周期 

設備名称 
固有周期 

（秒） 
図書番号 

原子炉建屋＊ 0.280 

Ⅵ-2-2-1 

Ⅵ-2-2-2 

Ⅵ-2-9-3-1 

タービン建屋 0.395 
Ⅵ-2-2-5 

Ⅵ-2-2-6 

コントロール建屋 0.171 
Ⅵ-2-2-9 

Ⅵ-2-2-10 

廃棄物処理建屋 0.273 
Ⅵ-2-2-11 

Ⅵ-2-2-12 

格納容器圧力逃がし装置基礎 0.081 
Ⅵ-2-2-13 

Ⅵ-2-2-14 

緊急時対策所 0.340 
Ⅵ-2-2-15 

Ⅵ-2-2-16 

主排気筒 0.049 Ⅵ-2-7-2-1 

大物搬入建屋 追而 

追而 
７号機原子炉建屋 0.281 

７号機タービン建屋 0.390 

７号機主排気筒 0.052 

注記＊：屋根トラスの 3次元 FEM モデルを含む。  
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  4.2.2 土木構造物 

 図 4－1に基づき，基準地震動Ｓｓを用いた設計をしている土木構造物を確認した結果

を表 4－3に示す。表 4－3より，土木構造物において周期 1.7 秒以上に鉛直方向の固有

周期を有しないことを確認した。 

 土木構造物(非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ防護板を除く)の鉛直方向の固

有周期は，表 4－3に記載の図書による地震応答解析モデルに基づき算定し，刺激係数や

固有振動モードを踏まえて決定する。また，非常用ディーゼル発電設備燃料移送ポンプ

防護板の鉛直方向の固有周期は，構造物の質量及び剛性を踏まえた一質点系はりモデル

により振動モードを踏まえて算出する。 
 

表 4－3 土木構造物の鉛直方向の固有周期 

設備名称 
固有周期

（秒） 
図書番号 

スクリーン室 0.188 Ⅵ-2-10-3-1-4 

取水路 0.215 Ⅵ-2-10-3-1-6 

補機冷却用海水取水路 0.213 Ⅵ-2-10-3-1-8 

軽油タンク基礎 0.210 
Ⅵ-2-2-17 

Ⅵ-2-2-18 

燃料移送系配管ダクト 追而 

常設代替交流電源設備基礎 0.212 
Ⅵ-2-2-21 

Ⅵ-2-2-22 

スクリーン室（７号機設備） 0.189 Ⅵ-2-10-3-1-5 

取水路（７号機設備） 0.214 Ⅵ-2-10-3-1-7 

軽油タンク基礎（７号機設備） 0.214 
Ⅵ-2-2-23 

Ⅵ-2-2-24 

海水貯留堰 0.179 Ⅵ-2-10-3-1-2-1 

取水護岸 0.179 Ⅵ-2-10-3-1-2-2 

海水貯留堰（７号機設備） 0.181 Ⅵ-2-10-3-1-3-1 

取水護岸（７号機設備） 0.181 Ⅵ-2-10-3-1-3-2 

非常用ディーゼル発電設備燃料移送

ポンプ防護板 
0.020 Ⅵ-2-11-2-2-1 
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  4.2.3 機器・配管系 

図 4－1に基づき，網羅的に確認した結果，機器・配管系において周期 1.7 秒以上に鉛

直方向の固有周期を有しないことを確認した。 

確認結果のうち，主要設備＊1，柔の固有周期を有する機器並びに最も長い鉛直方向の

固有周期を有する配管及び可搬型設備を示している。配管については耐震重要度分類Ｓ

クラス，耐震重要度分類Ｂ又はＣクラス，重大事故等対処施設をそれぞれ示す。表 4－4

より，機器・配管系において周期 1.7 秒以上に鉛直方向の固有周期を有しないことを確

認した。 

注記＊1：既許可の施設等の固有周期の確認結果における主要な施設（参考資料参照） 

 

表 4－4 機器・配管系の鉛直方向の固有周期 

分類 設備名称 固有周期（秒） 図書番号 

機器 残留熱除去系ポンプ 0.05 以下 Ⅵ-2-5-3-1-2 

高圧代替注水系ポンプ 0.05 以下 Ⅵ-2-5-4-3-1 

原子炉圧力容器 0.05 以下 
Ⅵ-2-3-1 

Ⅵ-2-3-3-1 

炉心支持構造物 0.05 以下 
Ⅵ-2-3-1 

Ⅵ-2-3-3-3 

制御棒駆動機構ハウジングレストレントビ

―ム 
 Ⅵ-2-3-3-2-3 

使用済燃料貯蔵プール水位・温度（SA 広域）  Ⅵ-2-4-2-4 

下部ドライウェルアクセストンネルスリ―

ブ及び鏡板（所員用エアロック付） 
0.084 Ⅵ-2-9-2-4 

下部ドライウェル所員用エアロック 0.084 Ⅵ-2-9-2-11 

下部ドライウェルアクセストンネル 0.098 Ⅵ-2-9-4-8-1 

遠隔手動弁操作設備 0.108 Ⅵ-2-9-5-3 

原子炉建屋クレ―ン  Ⅵ-2-11-2-4 

燃料取替機  Ⅵ-2-11-2-5 

配管＊1 残留熱除去系配管（RHR-012）  Ⅵ-2-5-3-1-5 

主蒸気系配管（MS-T-5）＊2  Ⅵ-2-5-2-1-2 

タービン補機冷却海水系配管（TSW-T-1）＊3 0.639 Ⅵ-2-別添 2-7 

格納容器圧力逃がし装置配管（FCVS-002）  Ⅵ-2-9-4-7-1-2 

可搬 可搬型代替注水ポンプ（Ａ-2 級） 

（7号機設備，6,7 号機共用）＊4 
 Ⅵ-2-別添 3-3 

注記＊1：水平方向も含めた最も長い固有周期を記載している。 

  ＊2：当該配管は耐震重要度分類Ｓの他に耐震重要度分類Ｂの範囲を含む配管モデル 

  ＊3：当該配管は耐震重要度分類Ｃ（Ｓｓ）の他に耐震重要度分類Ｃの範囲を含む配管モデル 

  ＊4：当該設備を積載する車両を含む。加振試験により固有周期を算定。 
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  4.2.4 プール水 

 Ⅵ-1-1-9「発電用原子炉施設の溢水防護に関する説明書」のうち，Ⅵ-1-1-9-3「溢水

評価条件の設定」では，基準地震動Ｓｓによる地震力により生じる使用済燃料貯蔵プー

ルのスロッシングによる溢水量を算出している。使用済燃料貯蔵プールのスロッシング

の固有周期は，水平方向に対して定義されており，鉛直方向の影響を受けない。（参考資

料参照） 

 

4.2.5 地盤 

 基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価における地盤の鉛直方向の固有周期については，

基準地震動Ｓｓに対する施設直下での加速度の増幅特性を整理し，ピークとなる周期帯

が 0.5 秒～0.6 秒前後であることを確認しており（参考資料参照），周期 1.7 秒以上に鉛

直方向の固有周期を有しないことを確認した。 
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 4.3 まとめ 

 4.2.1～4.2.5 の確認の結果より，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設（当該施設が

機能を維持するために必要な施設等を含む。）において，周期 1.7 秒以上に鉛直方向の固有周

期を有しないことを確認した。 

 なお，基準地震動 Ss-1 と標準応答スペクトルに基づく評価結果の比較図にまとめたものを

図 4－2 に示す。既許可の施設等の固有周期の確認結果における主要な施設（参考資料参

照），4.2.1～4.2.2 のうち最も長い鉛直方向の固有周期を有する施設及び 4.2.3 のうち分類

ごとの最も長い鉛直方向の固有周期を有する設備を記載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 施設等の固有周期の確認結果 



2022 8 23

3

6 7

KK67-014 R03
参考資料



1.  3

2.  

3.  

4.  

5.  

6.

7. 3

(2022 8 17 )

(2022 8 17 )

1

1045
1-1-1

https://www2.nsr.go.jp/data/000390775.pdf



2

1. 3

3 6 7

1 2 3 4

7 6 5

67

0 100m



3

2.

2021 4 21

6 7 2021 5
18

2022 3 23

2022 6 21 6 28

2022 8 17

3



4

3.

Vs=2,200m/s

(2010)
P H/V H/V

1

No.
(m) (m) (t/m3)

S

(m/s)

P

(m/s)

Qs Qp

Qo n Qo n

1 480.5 1.70 997 2210 14.91 0.89 5.27 0.61

2 477.8 2.10 1500 2700 19.37 0.75 10.22 0.85

3 654.0 2.30 1870 2760 11.55 0.52 9.19 0.70

4 895.9 2.40 1920 4270 14.35 0.75 9.46 0.66

5 1289.3 2.50 2350 4780 20.71 0.57 17.80 0.85

6 2388.3 2.60 3060 5080 66.23 0.78 37.72 0.72

7 2.70 3490 5440 66.23 0.78 37.72 0.72

No.
(m) (m) (t/m3)

S

(m/s)

P

(m/s)

Qs Qp

Qo n Qo n

1 15.0 2.03 730 1800 5.00 0.85 3.33 0.90

2 82.0 2.03 890 1900 5.00 0.85 3.33 0.90

3 35.0 2.03 960 1900 5.00 0.85 3.33 0.90

4 34.0 2.03 1000 2100 5.00 0.85 3.33 0.90

5 534.5 2.10 1200 2420 14.32 0.90 6.11 0.59

6 881.7 2.30 1300 2610 15.05 0.89 6.12 0.61

7 897.1 2.40 1920 4270 14.35 0.75 9.46 0.66

8 1331.0 2.50 2350 4780 20.71 0.57 17.80 0.85

9 2148.1 2.60 3060 5080 66.23 0.78 37.72 0.72

10 2.70 3490 5440 66.23 0.78 37.72 0.72

Q(f)=Qo fn

-284.0

-764.5

-1242.3

-1896.3

-2792.2

-4081.5

-6469.8

-134.0

-149.0

-231.0

-266.0

-300.0

-834.5

-1716.2

-2613.3

-3944.3

-6092.4

Q(f)=Qo fn



5

3.

1

1

1

PS 2



 

 

6

0 10 20 30 40 50
-1000

-500

0

500

1000

0 10 20 30 40 50
-1000

-500

0

500

1000
600 cm/s2 400 cm/s2

c
m

/s
2

c
m

/s
2

Xeq(km)
b c d

7.0 10 3.72 16.31 29.80

6.0log54.017.0

0.13.0

93.25.0

10

10
10

eqXM
cd

M
bc

M
b

TT

TT
T 

1 

0 

SI

SI

1.04

1.01

4.

1

Noda et al.(2002)

0.85

SI 1.0

2007 M6.8 Mw6.6
Mw6.5 M7.0

F net

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9

1
1.1
1.2
1.3
1.4
1.5

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9

1
1.1
1.2
1.3
1.4
1.5

0.85 0.85

0.897 0.870



 

 

7

4.

0 10 20 30 40 50
-1000

-500

0

500

1000

0 10 20 30 40 50
-1000

-500

0

500

1000
600 cm/s2 400 cm/s2

c
m

/
s

2

c
m

/
s

2

SI

SI

1.02

1.01

2

2007 5

0.85

SI 1.0

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9

1
1.1
1.2
1.3
1.4
1.5

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9

1
1.1
1.2
1.3
1.4
1.5

0.85 0.85

0.887 0.911



 

 

 

 

8

Vs=2,200m/s Vs=2,350m/s

2

5.

 

 

 

 



 

 

 

 

9

Ss 3

6.

Ss 3

Ss 1 Ss 2
Ss 4 Ss 7



 

 

10

1.7 Ss 1

1.7

6.

Ss 1

Ss 2 Ss 8



11

0.5
0.3

1.0 0.5
0.6

1.7

RCCV

 

 

 

RCCV

 

 

 

Ss 1



12

7. 3

1.7

3 1.7

3 125V 3

3
200 kN 400kN

1.7

198 2400kN 3 400kN
200 2100kN

3 Ss 1 Ss 8

 

 

 

 

 

 

NS EW UD

0.02%

66 kN
20kN

1.7

66
1390kN

20kN
66

9340kN

Ss 1
Ss 2
Ss 3
Ss 4

Ss 5
Ss 6
Ss 7
Ss 8



13

(2022 8 17 )

(2022 8 17 )
1.7

1.7

4 3 23 2203234

1.7

4 3 23

1.7

125V 3



14

(2022 8 17 )

1. 
1.4 

1.4.1 
1.4.1.1 

(13)
1.7

1.4.2 
1.4.2.1 

(14)
1.7

1.4.3 
1.4.3.1 

(8)
1.7

5. 
5.5 

5.5.3 
(1) 
b.

Ss 1 
1.7 

1.7
4 3 23 2203234

1.7



15

3 11 12 3
26 12 15

4 6 21 6 28

4 8 17

4 3 23



16

Noda, S., K. Yashiro K. Takahashi M. Takemura S. Ohno M. Tohdo and T. Watanabe(2002)
RESPONSE SPECTRA FOR DESIGN PURPOSE OF STIFF STRUCTURES ON ROCK SITES OECD NEA 
Workshop on the Relations between Seismological DATA and Seismic Engineering Oct.16 18, Istanbul

(2010) 13

(F net), http://www.fnet.bosai.go.jp/


